
農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
農林水産
総務課

新・沖縄21世紀
農林水産業振
興計画の中間
評価に係る業
務委託

令和７年
９月12日

6,928,075 株式会社経済研究所
神奈川県厚木市寿町１丁
目４番3-2号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。企画提案内容等を選
定委員会において審査したところ、左記の社の
提案は、１次審査（書面審査）と２次審査（プレ
ゼンテーション審査）の結果入選順位が１位で
あったため、契約の相手方として選定した。

2
農業研究セ
ンター石垣
支所

農業研究セン
ター石垣支所
高圧受変電設
備等改修工事

令和７年
７月29日

10,109,000
（一財）沖縄電気保安協
会

沖縄県那覇市西３丁目８
番21号

第167条の２
第１項第８号

　一般競争入札において再度の入札を行い、な
お落札者がいなかったため最低価格を入札し
た者と随意契約を行ったもの。

3
畜産研究セ
ンター

家畜飼料売買
単価契約

令和７年
７月１日

3,543,903 琉球飼料株式会社 浦添市港川495番地の3
第167条の２
第１項第２号

　当センターでは琉球飼料株式会社と委託販売
契約を締結し、銘柄「琉球元豚アグー」として販
売しており、出荷数の大部分を占めている。「琉
球元豚アグー」として出荷するには肉質の安
定・向上を図るため専用肥育飼料を給与する必
要があるが、その取扱いは琉球飼料株式会社
のみであるため。

特命随意
契約

4
畜産研究セ
ンター

家畜飼料売買
単価契約

令和７年
７月１日

4,504,984 沖縄県農業協同組合
那覇市壺川2丁目9番地1
号

第167条の２
第１項第6号

　成育ステージ（肥育後期等）に応じて多種の
給餌飼料が必要であり、これら飼料を一元的に
扱う業者は限られることから、随意契約とした。

特命随意
契約

5
畜産研究セ
ンター

物品売買契約
令和７年
９月26日

3,443,000 株式会社沖明
沖縄県島尻郡与那原町
字東浜91番地2

第167条の２
第１項第２号

　県内で富士平工業（株）の食肉脂質測定装置
（S-7740）を取り扱っている会社は（株）沖明の
みであるため。

特命随意
契約

6
畜産研究セ
ンター

黒毛和種子牛
売買契約

令和７年
７月15日

3,048,457 沖縄県農業協同組合
沖縄県那覇市壺川２丁目
９番１号

第167条の２
第１項第２号

　検定調査牛は血統、月齢等が全国和牛登録
協会の定めた和牛種雄牛産肉能力検定法の
調査牛の条件を満たすものでなければならない
ことから、購入の対象となる子牛が限定される
ため。

特命随意
契約

7
畜産研究セ
ンター

黒毛和種子牛
売買契約

令和７年
８月16日

4,083,255 沖縄県農業協同組合
沖縄県那覇市壺川２丁目
９番１号

第167条の２
第１項第２号

　検定調査牛は血統、月齢等が全国和牛登録
協会の定めた和牛種雄牛産肉能力検定法の
調査牛の条件を満たすものでなければならない
ことから、購入の対象となる子牛が限定される
ため。

特命随意
契約

8
畜産研究セ
ンター

黒毛和種子牛
売買契約

令和７年
８月17日

4,642,603 沖縄県農業協同組合
沖縄県那覇市壺川２丁目
９番１号

第167条の２
第１項第２号

　検定調査牛は血統、月齢等が全国和牛登録
協会の定めた和牛種雄牛産肉能力検定法の
調査牛の条件を満たすものでなければならない
ことから、購入の対象となる子牛が限定される
ため。

特命随意
契約



農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

9
水産海洋
技術セン
ター

令和７年度オキ
ナワモズク選抜
系統のゲノム
解析に関する
委託研究

令和７年
９月12日

3,472,595
公立大学法人福井県立
大学

福井県吉田郡永平寺町
松岡兼定島４－１－１

第167条の２
第１項第２号

　本委託の解析対象となるオキナワモズクは、
細胞中の多糖類（フコイダン等）の存在により、
正確なゲノム解析が非常に困難な種となってい
る。また、本委託では、本種のゲノム解析後に
おいても、育種技術に応用するための品種判
別マーカーを作成する必要があり、それらの専
門的知見が不可欠となる。
　福井県立大学は、オキナワモズクのゲノム解
析において国内外で唯一の実績を持つ研究者
が所属しており、これらの課題を解決するため
の研究機関は、現時点で福井県立大学以外に
存在しないことから、特命随意契約による相手
方として選定した。

特命随意
契約

10
水産海洋
技術セン
ター

令和７年度ソデ
イカ操業委託業
務

令和７年
９月17日

2,926,440 個人につき非公表 個人につき非公表
第167条の２
第１項第２号

　ソデイカサンプルの収集を委託するため、ソデ
イカ漁業に従事する漁業者であり、さらに高い
操業技術を有し、資源管理及び調査への理解
と協力が得られ、法令遵守の意識を兼ね備え
た信頼のおける漁業者を選定する必要がある。
　沖縄県漁業協同組合連合会に漁業者の推薦
を依頼したところ、当該委託業務に適した漁業
者を推薦可能な組織として沖縄県漁業士会が
推薦され、漁業士会より推薦された２名と随意
契約を行った。

特命随意
契約

11
水産海洋
技術セン
ター

令和７年度ソデ
イカ操業委託業
務

令和７年
９月17日

2,868,030 個人につき非公表 個人につき非公表
第167条の２
第１項第２号

　ソデイカサンプルの収集を委託するため、ソデ
イカ漁業に従事する漁業者であり、さらに高い
操業技術を有し、資源管理及び調査への理解
と協力が得られ、法令遵守の意識を兼ね備え
た信頼のおける漁業者を選定する必要がある。
　沖縄県漁業協同組合連合会に漁業者の推薦
を依頼したところ、当該委託業務に適した漁業
者を推薦可能な組織として沖縄県漁業士会が
推薦され、漁業士会より推薦された２名と随意
契約を行った。

特命随意
契約

12
流通・加工
推進課

「中央卸売市場
再整備基本方
針検討支援業
務」委託業務

令和７年
７月14日

30,016,635

「中央卸売市場再整備基
本方針検討支援業務」み
ずほリサーチ＆テクノロ
ジーズ・流通研究所コン
ソーシアム
①みずほリサーチ＆テク
ノロジーズ株式会社
②株式会社　流通研究所

①東京都千代田区神田
錦町２丁目３番地
②神奈川県厚木市寿町１
丁目４番３－２号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。それぞれの企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
左の社の提案は総合得点でも最も高得点で
あったため、契約の相手方として選定した。



農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

13
中央卸売
市場

沖縄県中央卸
売市場の卸売
業者に対する
財務検査等の
委託

令和７年
７月30日

528,000 喜友名裕税理士事務所
沖縄県宜野湾市宜野湾
2-21-2

第167条の2
第1項第1号

　本業務は、卸売業者の財務状況の分析及び
今後の経営改善等の助言を行う業務のため、
その性質上複数の公認会計士から見積もりを
徴し費用対効果を測定することは困難である。
また、過年度検査においても、日本公認会計士
協会沖縄会より推薦を受けた公認会計士に財
務検査を委託した実績があり合理的であると思
料されるため。

特命随意
契約

14
病害虫防
除技術セン
ター

令和7年度沖縄
群島におけるウ
リミバエ・セグロ
ウリミバエ不妊
虫航空放飼防
除地域の調査
飛行業務契約

令和７年
８月１日

2,365,220
中日本航空株式会社沖
縄営業所

那覇市金城5-8-5　ハウ
ス赤嶺1F

第167条の2
第1項第2号

ウリミバエ等不妊虫投下装置を所有しているの
は、中日本航空株式会社のみのため。

特命随意
契約

15
病害虫防
除技術セン
ター

NO.4冷凍コンテ
ナ冷凍機取替
修繕

令和７年
７月10日

2,107,600 株式会社コンテック
鹿児島県鹿児島市紫原6
丁目１-18

第167条の2
第1項第2号

　今回の修繕対象は、蛹を冷凍麻酔するため
の冷凍コンテナであり、特殊な温度管理を行う
ものである。また、冷凍コンテナの冷凍機は特
殊な機械であり、一般的な汎用機器とは異なる
ため、冷凍機に関する知識や施工技術及び部
品調達手段に係るノウハウなどが求められる。
　以上の特殊性から、冷凍機の据付精度やシ
ステム機器動作の確実性を確保する必要があ
るため、ダイキン製リーファコンテナの販売、メ
ンテナンス、修理等の正規サービスエージェン
トである株式会社コンテックでないと適切な修繕
は困難である。

特命随意
契約

16 畜産課

令和７年度沖
縄型堆肥品質
向上事業委託
業務

令和７年
７月11日

12,610,620
一般財団法人沖縄県環
境科学センター

沖縄県浦添市経塚720番
地

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ１社から応募があった。企画提案内容等を選
定委員会において審査したところ、左の社の提
案は、これまでの関連業務におけるノウハウを
活かすことが見込めることから評価が高く、基
準得点を満たしたため、契約の相手方として選
定した。

特命随意
契約



農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

17 畜産課
北部第三地区
事業実施計画
策定業務委託

令和７年
８月26日

3,810,000
公益財団法人
沖縄県畜産振興公社

沖縄県那覇市古波蔵１丁
目24番27号沖縄県畜産
振興支援センター２階

第167条の２
第１項第２号

　当該実施計画策定にあたり、個別経営計画の
作成は基本となるものであり、事業実施計画書
への添付が必要となっている。個別経営計画の
作成には、専門知識を有し、畜産コンサルタント
業務を行えることや各農家の細かい経営状況
を把握することが必要である。
　沖縄県畜産振興公社は、畜産に関わる事業
を中心に複数展開する事業者であり、畜産に関
する専門知識を有している。また、県内の畜産
の状況に関する情報も把握しているほか、農家
への経営指導に関する事業も行っているため、
適正な計画が可能と判断される。
今回、事業参加者１０件以上の計画作成を行う
必要があるため、作成可能な人材を複数人有
していることが必要となる。
県内において、委託先に求める条件すべてを
満たせる事業者は畜産振興公社以外にない。
事業を円滑に進めるため、畜産振興公社に委
託した。

特命随意
契約

18
家畜改良セ
ンター

乳用牛用飼料
単価契約（第２
四半期）

令和７年
７月１日

22,748,284
沖縄県酪農農業協同組
合

八重瀬町字友寄960番地
第167条の２
第１項第２号

　県内において当該事業者以外では乳用牛用
飼料の多品目を取り扱っていないため。
　また、乳用牛発育への影響から飼料の継続
性を保つ必要があるため。

特命随意
契約

19
家畜改良セ
ンター

浄水施設故障
箇所取替修繕

令和７年
７月18日

1,718,750 (株)翔南工業
浦添市字港川281-27番
地

第167条の２
第１項第２号

　家畜改良センターの浄水設備を設置及びそ
の後の管理業務等を行っている左記業者が当
該設備について熟知しているため。

特命随意
契約

20
村づくり計
画課

農福連携専門
人材育成・普及
啓発推進事業
業務委託

令和７年
７月22日

5,200,000
有限会社アイディー・ブラ
ンド

沖縄県那覇市銘苅1-2-
22 前幸ビル301

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ１社の応募があり、企画提案内容等を選定委
員会において審査したところ、各審査委員の評
価点の合計が選定基準点以上であったため、
協議した結果、契約の相手方として選定した。



農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

21
南部農林
土木事務
所

ミナト・ヨサシ原
／稲福地区換
地業務（Ｒ７）

令和７年
７月18日

13,064,300
沖縄県土地改良事業団
体連合会

風原町字本部４５３ー３
第167条の２
第１項第２号

　換地業務は、「換地業務における土地改良換
地士の関与の範囲の拡大について」（最終改
正：令和３年２月15日付け２農振第2724号）に
おいて、土地改良換地士の関与を求めており、
換地業務の経費算定基準においても土地改良
換地士及び換地業務の実務経験が定められて
いる。また換地業務は単年度ごとの契約ではあ
るが、成果の積み上げが最終的な換地計画と
なるため、業務の継続性が重要となる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改
良事業の計画、測量設計、換地業務を総合的
に実施している機関であり、特に換地業務に関
しては、有資格者を多数有しており、併せてこ
れまでの数多い地区の換地業務実績に基づい
て信頼性を参酌し、随意契約をすることにより
業務の適正かつ円滑な執行を図ることができ
る。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体
連合会を選定した。

特命随意
契約

22
南部農林
土木事務
所

糸満市喜屋武
第３地区換地
業務（Ｒ７）

令和７年
９月26日

15,958,800
沖縄県土地改良事業団
体連合会

風原町字本部４５３ー３
第167条の２
第１項第２号

　換地業務は、「換地業務における土地改良換
地士の関与の範囲の拡大について」（最終改
正：令和３年２月15日付け２農振第2724号）に
おいて、土地改良換地士の関与を求めており、
換地業務の経費算定基準においても土地改良
換地士及び換地業務の実務経験が定められて
いる。また換地業務は単年度ごとの契約ではあ
るが、成果の積み上げが最終的な換地計画と
なるため、業務の継続性が重要となる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改
良事業の計画、測量設計、換地業務を総合的
に実施している機関であり、特に換地業務に関
しては、有資格者を多数有しており、併せてこ
れまでの数多い地区の換地業務実績に基づい
て信頼性を参酌し、随意契約をすることにより
業務の適正かつ円滑な執行を図ることができ
る。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体
連合会を選定した。

特命随意
契約



農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

23
農地農村
整備課

令和７年度 赤
土対策進捗管
理システム入
力作業委託業
務

令和７年
８月14日

2,442,000
沖縄県土地改良事業団
体連合会

沖縄県南風原町字本部
453番地3

第167条の2
第1項第2号

　沖縄県では、公共海域への赤土流出防止対
策について、「沖縄県赤土等流出防止対策基
本計画」を平成２５年９月に策定、また後継計画
として、「第２次沖縄県赤土等流出防止対策基
本計画」を令和５年３月に策定し、豊かな海を維
持または復元するために必要な赤土等の流出
削減割合を目標として設定し、計画の推進を図
ることとしている。
　そこで、流出削減目標量に対する対策の進捗
確認及び効果的な対策の手法の選定に活用す
ることを目的に、平成25年度から26年度にかけ
て、赤土対策進捗状況管理システムを開発し
た。なお、当該システムは、実施した土木的対
策を反映させるとともに、最新の農地情報に更
新していくことが必要であることから、システム
開発にあたっては、最新農地情報を保有してい
る水土里情報システム（以下、ＧＩＳ）を基盤とす
ることとしている。
　今回委託する業務は、GISを基盤とする赤土
対策進捗状況管理システムにおいて、令和６年
度に実施した赤土流出防止の土木的対策の施
工図等をＧＩＳ保有の最新農地情報（農地筆レイ
ヤー）と重ね合せる作業等を行い、「沖縄県赤
土等流出防止対策基本計画」の評価に係る基
礎資料を作成することから、ＧＩＳを一元的に管
理・運用している沖縄県土地改良事業団体連
合会のみが実施することができるため、沖縄県
土地改良事業団体連合会を契約相手として選
定した。

特命随意
契約

24
森林管理
課

令和７年度おき
なわ木づかい
推進事業委託
業務

令和７年
７月14日

4,862,000
光文堂コミュニケーション
ズ株式会社

沖縄県南風原町字兼城５
７７番地

第167条の２
第１項第２号

　本業務はプロポーザル方式により広く公募を
行ったところ２社から応募があった。それぞれの
企画提案内容等を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は特に評価が高く、平
均順位が最も高かったため、契約の相手方とし
て選定した。

25
森林管理
課

令和７年度森
林病害虫戦略
的防除調査検
討委託業務

令和７年
８月27日

15,125,000

株式会社沖縄環境分析
センター・日本工営株式
会社共同企業体
①株式会社沖縄環境分
析センター
②日本工営株式会社　沖
縄支店

①沖縄県宜野湾市真栄
原3丁目7番24号
②沖縄県那覇市壺川3丁
目5番地1

第167条の2
第１項第2号

　本業務は、森林病害虫に関する専門知識や
調査経験等を有する事業者から、より効果的・
効率的な調査・監視・解析手法や取組内容を提
案してもらうことで、事業成果の質的向上が図
られ、事業目的の達成に寄与することから、プ
ロポーザル方式により契約の相手方を選定し
た。



農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

26 水産課

令和７年度おき
なわ水産エコラ
ベルを活用した
ブランド化支援
委託業務

令和７年
７月７日

17,281,000

令和７年度おきなわ水産
エコラベルを活用したブラ
ンド化支援委託業務コン
ソーシアム
①株式会社レジスタ
②株式会社エススリーブ
ランディング

①沖縄県豊見城市字豊
崎３番地59
②東京都目黒区上目黒
2-9-35　中目黒GS第２ビ
ル

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ３社から応募があった。それぞれの企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
左の社の提案は企画提案内容及に優れている
ことから特に評価が高く、総合得点でも最も高
得点であったため、契約の相手方として選定し
た。

27 水産課

イマイユ市場見
学ツアー実証
試験事業委託
業務

令和７年
９月12日

4,973,476

「イマイユ市場見学ツアー
実証試験事業」に係る委
託業務コンソーシアム
①東武トップツアーズ株
式会社沖縄支店
②株式会社ホット沖縄総
合研究所

①沖縄県那覇市久茂地１
丁目12-12 ニッセイ那覇
センタービル10階
②沖縄県那覇市西１丁目
19番1号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ３社から応募があった。企画提案内容を選定
委員会において審査したところ、応募資格を満
たし、かつ、同委員会で最も評価が高かったこ
とから、契約の相手方として選定した。

28

北部農林
水産振興セ
ンター農業
水産整備
課

真喜屋ダム堤
体観測機器施
設点検整備委
託業務（Ｒ７）

令和７年
８月５日

2,365,000 （株）シーイー
宜野湾市大謝名３ー１
３ー１１

第167条の2
第1項第2号

　本業務の点検対象設備は、ダム堤体監視に
不可欠である埋設計器（間隙水圧計、鉄筋計、
継目計等）及び地震計、漏水観測装置とこれら
機器を制御する多くの周辺精密機器である。こ
れらの設備は、会社独自の特別仕様により周
辺機器と一体化されたシステムである。このた
め、以下の理由により、株式会社シーイーと随
意契約を締結する必要があった。①本点検対
象設備のシステムプログラムの設計・施工者の
県内唯一の代理店であり、観測機器の設備に
精通し堤体観測装置の総合的な知識を有する
②本点検対象設備及びシステムプログラムは
特別仕様のため、保守点検等により早急な部
品交換の必要が生じたときには、当業者は設
計・施工者の代理店であることから、早急な対
応が可能である。③本設備の各種計器は、一
体的な機能発揮が求められるなど密接不可分
な関係にあるため、同一業者に履行させなけれ
ば障害発生時に責任の所在が不明確になる恐
れがある。

特命随意
契約



農林水産部における随意契約の実績　　（令和７年度２／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

29

宮古農林
水産振興セ
ンター農林
水産整備
課

宮古管内換地
業務

令和７年
７月７日

8,490,000
沖縄県土地改良事業団
体連合会

沖縄県島尻郡南風原町
字本部453番地3

第167条の2
第1項第2号

　換地業務は、土地改良換地士の関与を求め
られており、換地業務の経費算定基準において
も土地改良換地士及び換地業務の実務経験が
定められている。
　また換地業務は単年度ごとの契約ではある
が、成果の積み上げが最終的な換地計画とな
るため、業務の継続性が重要となる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改
良事業の計画、測量設計、換地業務を総合的
に実施している機関であり、特に換地業務に関
しては、有資格者を多数有しており、併せてこ
れまでの数多い地区の換地業務実績に基づい
て信頼性を参酌し、業務の適性かつ円滑な執
行を図ることができるため、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号により随意契約とす
る。

特命随意
契約

30
糖業農産
課

令和７年度夏
植用さとうきび
優良種苗安定
確保事業委託
契約

令和7年9
月30日

3,427,510
北部地区さとうきび生産
振興対策協議会

名護市伊差川798-1
第167条の2
第1項第2号

本委託契約はさとうきびにおける種苗伝染性の
病害の蔓延を防ぐため、（国研）農業・食品産業
技術総合研究機構種苗管理センターが生産し
た苗を元に原種苗の増殖を目的としている。そ
のため、競争入札に適さず、健全な苗の増殖技
術を有する当該団体を選定した。

特命随意
契約

31
病害虫防
除技術セン
ター

物品売買契約
書（スピノエー
スベイト）

令和7年9
月26日

5,940,000 琉球産経株式会社 豊見城市字高安586番地
第167条の２
第１項第２号

沖縄県における本剤の販売代理店はこの１社
のみであるため、琉球産経株式会社と随意契
約を行った。

特命随意
契約


